



































1. 日本の医療における子どもの権利の現状  
 














































表 1 何歳なら，その子ども自身に対して症状や予後の説明をすべきだと思うか？ 
 風邪 骨折 腎臓病 白血病 
6 歳の子どもに対して 42.8％ 49.5％ 26.7％ 12.3％ 
9 歳の子どもに対して 76.0％ 87.4％ 68.0％ 35.0％ 
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表 2 子ども自身に治療や検査方法の内容を説明するべきと考える年齢 
 3 歳未満 3～6 歳 6～9 歳 合計 
静脈穿刺のような痛みを伴う検査 10.6％ 50.8％ 19.8％ 81.2％ 
風邪薬のような通常の服薬 7.3％ 49.2％ 24.6％ 81.1％ 
向精神薬の投与 3.3％ 16.3％ 33.8％ 53.4％ 
コルセットやギプスなどの不自由ま
たは恥ずかしいと思う処置 
6.6％ 43.2％ 32.9％ 82.7％ 
外科的な手術 6.0％ 43.5％ 28.2％ 77.7％ 
繰り返し起こる腹痛に対する内科的
検査 
3.3％ 48.4％ 29.5％ 81.2％ 
 
表 3 治療や検査に対する子ども自身からの同意の必要性 





9.0％ 18.5％ 69.7％ 2.8％ 
風邪薬のような通常の服薬 9.5％ 30.8％ 56.9％ 2.8％ 
向精神薬の投与 10.9％ 13.3％ 69.7％ 6.2％ 
コルセットやギプスなどの不自由ま
たは恥ずかしいと思う処置 
12.8％ 12.8％ 69.2％ 5.2％ 
外科的な手術 11.8％ 6.2％ 77.7％ 4.3％ 
繰り返し起こる腹痛に対する内科的
検査 
11.8％ 8.5％ 74.9％ 4.7％ 
 
 「表 2」によると、向精神薬の投与の場合を除き、外科的な手術や痛みを伴う検査に関


























































くわえて、民法では、「行為能力」（第 2 節）の項目において「年齢 20 歳をもって、成
年とする」（同法 4 条）とし、「未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を
得なければならない、ただし、単に権利を得、または義務を免れる法律行為については、



























言えばそれは、（1）生命権（第 6 条）、アイデンティティの権利（第 7 条・第 8 条）、障害
のある子どもの権利（第 23 条）、社会保障の権利（第 26 条）、生活水準の権利（第 27 条）
などの子どもを保護する規定と、（2）子どもの意見表明権（第 12 条）、精神的自由権（第






































その後は 5 年ごとに報告書を提出しなければならないことになっている。 
 日本は、1994 年 4 月にようやくこの権利条約を批准した（1994 年 5 月に発効）。その
後、1996 年に第 1 回締約国報告書を提出し、2 年後の 1998 年に国連子どもの権利委員会
による報告書審査を受ける（第 1 回総括所見）。そして、2 回目の締約国報告書を 2001 年













識している。第 1 回締約国報告書（1996 年）においても、日本政府は子どもの権利条約
第 12 条を単に子どもの「意見表明の機会」として捉えるだけで、それを「子どもの意見
の尊重」とまでは認めていない。事実、その報告書のなかで日本政府は、日本国内におけ
る子どもの「意見表明の機会」は、すでに憲法第 13 条、第 19 条、第 21 条をとおして「児
童に対しても自己に影響を及ぼす事項について自由に意見を表明する権利が保障されてい
る」と記述するにとどまっている。 





































ンターナショナル（Child health Advocacy International）という団体が取り組んでいる
「子どもにやさしいヘルスケア・イニシアティヴ（Child Friendly Healthcare Initiative：










て設立され、WHOや英国看護師会（Royal College of Nursing）、英国小児科小児保健医







 「病院の子ども憲章（Charter for children in hospital）」とは、ヨーロッパで病院にお






















ビスの総括的基準を指し示すために「英国母子医療 10 年戦略（National Service 






3-1. 日本の医療現場に「開放的子ども観」を根付かせるための視点  
もちろん、日本の医療の現場にもこのような「子どもの権利」を反映させようとする試
みがないわけではない。たとえば、日本看護協会は、日本において「子どもの権利条約」



















































































































































































































































彼らの政策」（2001 年 11 月）やニュージーランドの「子どものための課題：子どもたち










ンスを確保する目的で、2004 年、「子ども法（1989 年制定、2004 年改訂）」によって「英
国のあらゆる政策における子どもの代弁者（Children's Commissioner for England）」の
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